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く1) 不働費計算・理論の史的考察
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会計学上にいう不働費の問題は，今日，その重要な問題の 1つとされている九しか

し， この不働費という概念については，従来から統一的な見解は存在しなかったじ九

今日においてもその内容はなお十分明らかにされていない。このような事情にあるのは"

もともと会計学上不働費とよばれているものは，従来その時-，の資本の立場に左右され

ながら取り扱われ，それにかかわる経済的な諸関係が理論的・科学的にとらえられてい

ないことによるものとみることができる。しかもこのようにみることによって，従来取

り扱われてきたこの不働費なるもののもつ意味・それに与えられている現実的な機能は

はじめて明らかにされるはずである。しかしそのためには，上のごとき不倒費なるもの

が歴史的にどのように考えられ，あるいは処理されてきたかそできるだけ具体的にみる

必要がある九本稿で論題のような問題号忍り扱おうとするのも， こうした理由による

ものである。

もっとも，不働貨については，それと過剰回定資本(遊休設備の価値)の損耗(以下

本稿では，不働費にカヴコを付して「不働費Jという表現の仕方のもとヒ会計学上の不

働費と区別して用いる)とを同一視する見解，)を一般的にみることができるo しかしこ

の場合，こうした見解はただ過刺固定資本の損耗を不倒費ととらえてその経済的意義を

指摘するにとどまれそれが会計上ではたす役割を不聞に付している Q 私としては，こ

I 

1) W. L. Ferrara， "Ovelhead Cost and Income Measurement'ぺTheACGount山 g'

R削 ew，Vol. 36， No. 1. January 19B1. p. 68 
2) s. P. Garner， Evolution 01 Cost Accounti匁 g10 1925， 1954， p. 201 ff 
め なおかかろ意味です〈れた研究として アメリヵにおける不醐設備費壱科学的に分析した宮
上一男「工業会計制度の研究J(47頁以下〕がある。

4) L. Corey， The Dechne of American Cap~tal吋m ， 1934， p. 163. 
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うした従来の不働費に関する見解には当然満足 Fることはできなし、。

そこで，さしあたり本稿では，会計学上不働費の問題が比較的多く取り j買われてきた

アメリカの場合を対象として，前述のような不働費の問題を取り扱ってみようと思う。

以下順序としては，まず，この場合論者たちによって取り扱われてきた不働費概念その

ものを明らかにするために，この不働費なるものを左らえるための間接費配賦計算の形

式の分析からはじめ，その形式のもコ史的性格を，補充率法，正常操業度計算法s 現実

的操業度計算法とよばれる 3つの方法に分けて分析するうそしてこの過程で，悶接費両日

制拭計算と不働費計算との関連を解明し，不働費に与えられてきたその独自的機能および

それを弁護する従来の不働費理論の意義吾朗らかにする。さらにこれらのことから，元

米不働費なるものは， r不働費」として考えられてL、るにもかかわらず，内容的にはそ

れとはなんら関連のない，前にいわゆる間接費配賦計賀から導かれた概念(間接費配賦

ー差額)にすぎなし、ものであることを閣明にし，かつ「不働費」と間接費配賦差額〔不働

費〕との関連を明らかにする。もっとも本稿では，まず前述のような間接費配賦差額を

不働費としてとらえ，そしてその現実的意義壱明らかにすることに主眼をおいているの

で，このことをあらかじめことわっておきたし~

なお，最近，従来の理論 とくに後述の煩益説 に対立するものとして拾頭して

きた不働費理請を， フェーラァヲァ(w.L. Fc口 ara)の論文引を中心に批判的に吟味

L 今日の新たな不働費理論の性格壱明らヵ、にするつもりであったが，紙闘の関係上他

の機会にゆずりた， '0 

E 間接費配賦計算と不働費

最近に至るまでの，間接費配賦方法と関連する不働費の算定仁ワいては，大別してつ

ぎの 3つの方法が展開されてきた。
(注〉

ω 補充事法によるもの

(B) 正常操業度間接費配賦法(以下正常操業度計算法と称する〉によるもの

(C) 現実的操業度間接費日賦法(以下現実的操業度計算法と称する〕によるもの

(注〉 この補充率というのは，間接費配賦もれ部分を生産物に再配賦する場合の配賦額〔率〉を

百)彼の論文にはじに掲げた以外仏“ IdleCapacity as a Loss". The Account叩 gRevuw， 
Vol. 35， N-o. 3~ p.490笠 "TheImportance of Idle Capacity Costs ヘTheAccount 
叩 gR，ωew， Vol. 36. No. 3， p.423査がある。また彼への批判論文として， E. H. Wein-
wurm，“ The Importance of Idle Capacity Costs". The Accounting Review， Vol. 36， 
No. 3. p.420宜 があるロフェーヲァヲァの見解は，不働費の処理を損益勘定においてでは
なし貸借対照表の繰延勘定で行なおうとするもので，繰延説と名づけることができょう。な
お，プラメット(R.L. Brummet， Overhead Costi飽g，1957， pp. 70-71. 97)もそれをと

っている。
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さしている。それで，補充準を用いる間接費計算法を補充半法と呼んでい 0，なお，補充率

法の場合に用いられる爆業度は完全操業度 Cfullcapacity)といわれているが4 本稿で仕I

完全操業置は現実的操業度と同意義のものとする"¥

これらの諸方法ほ，計算上にとり入れられている要件からみると，操業度のとらえ方，

不働費として取り扱うものの大きさ，不働費処理の仕方の点においてそれぞれ異なって

、、る。

操業度につい亡は，仰と(C)は，間接費配賦額の決定基準として理論的操業度 (theo
〈詫〉

retical capacity)とよばれるものから一定の諸条件(たとえば，単一目的に利用される

設備， 予備用の設備，作業員の不足， 作業員の配置転換等〕を考慮した後の操業度，

すなわち現実的操業度 (practicalcapacity)なるものをとっているのにたいし，加)は，

原則として市場の需要予測に基づく操業度，すなむち正常操業度 (normalca paCl ty) 

なるもの壱とっている。し、し、かえれば，同と但)の場合の操業度は生産過程内での機械の

椋勤(労働者の作業〕の技術的な観点から確定されるものであるのにたいし，但)の場合

のそれは流通過程についての販売分析・市場調査を通じて決定されるものであ;:57)。 こ

のことから，慢性的な過剰資本の存在，市場の狭あいという条件のもとでは，正常操業

度は現実的操業度より低くあらわれてくることになる。

(注〕 理論的操業度とは企業の理想、条件での最高生産能力であり それはj ある機械が理想的条

件のも kで定の時間に生産できる牛産物単位の最大数 ないしは手労働の場合には 一番

熟練した作業員が生産しうる生産物単位の最大数として表わされる。それにたいして，現実

的操業度は，機械の破損や故障の発生を考慮して，理論的操業庄を低めた企業の達成可能忠

生産能力である。正常操業度は，さらに現実的操業度に市場の状況a 全社の特別な事情壱加

味した操業度であるぺ

以上の点から，その他の諸条件一一ある期間に発生した間接費，当期聞の発生音予定

した見積間接費，実際操業度ーーーについて同 とするかぎり，凶とむ)の場合の不働費は

一致するが. c耐の場合のそれは，上の両者の場合のものとは一致しない。前述した諸要

件壱つぎの間接費配賦計算式と不働費計算式に当てはめることによって，それぞれの方

法をとる場合の不働費の大きさの相違が明らかとなる。

間接費配嗣計算式 間接費配賦額(~一旦旦旦主主ー) x実際操業時間
各予定:業時間

不働費計算式 実際間接費配賦済見積間接費

6) S. P.' Garner. op. cit.， p. 212 
7) F. H. Rowland， Hoω &0 Budget for P7'oftt. 1933. pp..47-48; R. L. Brummet，ザ

cie.， pp. 62-63 
8) E. A. Saliers， Accountants' Hantlbook， 1921. p. 609; W. Ferrara， "Idle Cap孔city

as a Loss". The Ac;;ounting Review， Vol. 35. No. 3. p. 492; J. L. Dohr， Cost Acco~ 
uneing， 1924. p. 399 
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さらに不働費の処理については， (喝の場合にはこれを生産物の原価とする。したがっ

て，この場合の不働費理論は原価説とよばれてL倍。他方但)の場合には 2つの処理の

仕方が考えられてきた。すなわち，不樹費を損益勘定で処理する仕方と，この不働費壱

損益勘定でなく準備金勘定で処理する仕方である。そして，前者による場合ほ損益説，

後者による場合は準備金説とよばれているへ さらにいま 1つの(0)の場合には，損益説

例示

実際間接費

標準製造能力の現実的j操業度に対する比率

実際生産高

1個あたり 40円のときの売上個数

製造単位あたり蛮動製造間接費(見積) 4円 当期固定製出間接費〔見積) 750，000円現実的
操業度〔生産量) 100，000個 正常操業度の現実的操業度に対する比率75-% 製造単位あたりの
標準直接費 13円

例示に基づく各間接費計算壱とる場合の損益計算 (単位千円〉

間接費計算|書|売Fl空 ー ~ ) 原 価 問 先 閣不宮町31君主雪量
由 IA!2，600! 65 x 18 ~ 1.820 1 780 ー 1 780 1 

i諜原価十隻 3 x28=L 0<'>" I 
宅阜畏JF場ぞ B 1 2，8001 6'h26":ll，82G 1 974 1 - 1 974 1 
(補充率法こよよ斗.:.，ov斗1 さ長洋三ι一一一→ oー←十一一一ートi 工三-4
掛も吾むのlpnm zm r-21805 w l inmJ  
V ノ~ c μ 】 ノ 1C ! 2.960157 x 3C 5~1"'WV.V 1 7 79.51  779.5 1 

E正常操業度計 A 生盟到 5x27~ 1，755 845 i 68 1 777 I _3_1 
算を採用 Lた場 B12，8001 70x27~ 1. 890 1 910 1-84 1 994 1 +2o 
企 |百ヲ;百6o!74百戸工扇子寸寸夜寸 199.51， 762.5 1ー17
E現実的操業度 1-"'， 2，6001 65X24.5~ 1. 592.5 1 1，007.5 1 238 1 769.51-10.5 
説を採用した円山0170 x 24日目 11，085 I 126 I 959 1ー15
古川 12，9601 74 x 24.5~ 1. 813 '1，147 1 342 i 805 1 +25.5 

〔注〕 との冊示はプラメツ l(R L Brmmenのものを修宣したものである。な札間接

費配賦計算およびポ倒置の事定については. ，補充率法による不働費以下の分析を毒照さ
れたし、。とこでは，計算式の 1例を示すにとどめる。

!) 1のA期の不倒費 1，020.剛一〔呂日器→ 4)x 68， 000=238，剛

238，000 当期生産物に関する不同費 百~U_ x65，OOOニ 227，500
68，000 

売上原価 11州岳山手+4)+宅対早}.X 65， 000=1，，8川 00

750，000 2) 1のA期の不倒費 1，020，000-( ': .... v' .. : .. ~._+ 4) x 68， 000=68， 000 
75，000 

3) .，の A期の不倒費 1.020， OOO-(~旦旦00 十 4)X 臼， 000=238 ， 000
10，000 

町 長谷川安兵南「原価会計概論」昭和11年 6月， 269買以下，敷田礼二』 アメリカ工業会計制
麿躍す過軒における諸問題 「立教経済学研究」昭和31年11月 100頁!吉田良三「間接費の研
究J323頁以下。

10) R. L. Brummet， op. cil.. pp. 34-45 
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による仕方がとられてきた。

つぎに前述の告間接費配賦言|算法を採用した場合に算定される不働賓が，損益計算上

どのような影響を与えるか壱例示争もって示してお〈。ただし前頁の設例においては s

単位あたりの売上価格は 3期を通じてすべて同様とし，製品原価の標準は製造間接費以

外は一定であるとしている。また，標準直接費には差異が生じないものとしている。な

お補充率法の場合にワいては，そこで行なわれる原価計算を実際原価計算と考え，不{動

費の表示を省略した。

以下，前述のような相違壱念頭におきながら，まず前述の各間接費配賦計算法と不{動

費の具体的な内容・意義壱これらの各計算方法の史的展開のなかで究明する。

E 補充率法による不働費

1 この方法において不働費というのは!経営内の時間あたりの見積間接費に機械の

不働時間 (idletime)壱乗じたものである。間接費配賦計算と不働費計算はつぎの算

式によって行なわれるn)

間接費配賦計算 見積間接費配賦額(~百告祭崇筆書面) x実際操業時間
現実的操業時間

不働費計算 見積間接費削賦額×不働時間(~現実的操業時間実際操業時間〉

とれちの算式からわかるように，補完率怯による間接費配賦計算によれば，見積間接

資配賦額の算定を現実的操業時間(現実的操業度〕を分母として求めることから，生産

物単位への間接費配賦額は. (正常操業度計算に比して)相対的に少ない。 Lたがって，

かかる間接費配賦計算にかぎってみるならば，これによって，企業は，現実的操業度に

田¥rt:;する販売量によって総間接費を回取しうるのであり，そのためには，機械が完全に

操業し，生産物はすべて販売可能でなければならたいだろう。主主‘このような場合には砕

かりに不働時聞があっても，それは単に偶然的 一時的なものとして考えられるものと

みることができるであろう 1九だが，現実には，前述の間接費配賦計算法が問題とされ

た当時，アメリカ独占資本の生成ζ ともに遊休設備過剰生産はすでに存在していたの

であ 5から同，上の上うな計算式にあらわれた資本の立場にもかかわらず， 不働時聞の

11) A. H. Church， Proper Dislribution oI E易tensesB附加1，1 ，9~L p. 66 (長谷川安兵

荷，前掲書. 271頁以下)，なおこの場合!見積間接費と実際間接費とがl十較分析されなし、かぎ
り，不働費は見積りの誤りを含む。ワイルドマンは J との見積りの誤り等そ含む，実際間接費
と配賦済間接設との差額を第二次補充'"で排決している。].R. Wildman， Princitles 01 
Cost Accounti句g，1911. PP 68-70 

12) A H Church. Prod山 tionFacfors叩 CostAccou叫開gand Wo吋 Management，1910. 

p. 123; J. R. Wildm叩• op. cit.， p. 68 
13) E. G ノース「アメリカの生産能力， 1900-193UJ 武石勉訳 12m門
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発生は不可避であった。したがって，こうした間接費配賦計算法のもと C間接貿の完全

回収を行なおうとするためには，それをもう 1つ別の方法で補完せねばならなかった u

そしてその方法というのが補充率法とよばれる不働費計算法であったのである。それゆ

え，この方去による不働費計算は，間接費計算における第二次的な配賦計算としての意

味をもつものである。こうした点から，補充率法においては，経営内の機械運転時聞を

調べ，予定操業時間〈現実的操業時間〕と実際操業時聞の差としての不働時聞を常に求

める必要がある。そしてとの不働時聞をあらかじめ定めてある時間あたりの予定間接費

に乗じたものとしての不働費〔前述の算式参耐)は，補充率(~不働費~実際操業時間〉

といわれる第二次的間接費配賦額によって，生産物の原価として再配賦される。またこ

のことからも考えられるギうに，当時不働費は，理論上におし、ても，生産物の原価とみ

られていた山。また，補充率法による間接費計算は，見積間接費計算の形式をとりなが

ら，事実上は実際原価計算だと言われてし、た'"。

z チャーチ (A.H. Church) によれ i~'. 不{動費算定の目的は. r利用生産能力に対

する浪費生産能力の比率J(the ratio of wasted capacity to utilized capacity)を

明らかにすることに置か札ている。そして浪費生産能力の発生原因として，不働機械の

影響，作業の仕損，て場設備 什器等の移動と再装置，動力装置の休止からの慎失，超

過勤務のミ特別ミ賃金の支払があげられる'"'。浪費生産能力の原因壱生産技術上の問題

に求めていることから，チャーチの時代 (1910年前後〉には，不働費(ないし浪費生産

能力〕は，販売面(需要不足Jよりも，むしろ生産組織・計画の不備によって生ずるも

のと考えられてし、た。ぞれゆえ，不働費の算定は，その発生原因の分析を経て. r能率J.

生産量をたかめることに意義をもっていた昨。

さらに，チ守 チは，間接費を生産活動の変動に関連しない非変動項目 (theinvar-

iable items) たとえば，減価償却費，利子，地代等←ーと生産活動の変動によって

影響される変動項目 (thevariablc itcmめ たとえば，維持費，修繕費，動力費等

にわけている回。このような間接費の区分は，節約可能な費用を集中的に管理しよ

うとする思想に基づいている。テーラーによる「作業時間J.r課業研究」による労働過

程の「計画化」と結びついて，当時原価会計におし、ても，見積=予定数値による計算が

14) A. H. Church， op. cit.， p. 139; J. R. Wildman， op. cit.， p. 68 ウェプナー (F.W 
Webner)は，生産能力となる生堂要素にたL、じて貨幣の主拡が粁なわれた以上J 材料の仕損
と同様，空費能力による損失も原価であると述べている (F，町 to叩 Cost，1911， p. 322)。

15) C. H. Scovell， Cost ノ4"r:CQunt叩 g酎 trlBurden Attlication. 1916. pp. 69-71 
16) A. H. Church， op. cit.， pp. 123-125 
17) なおj チャ チば後の論文では不冊目白原悶在して作業の欠除取引の不足，管現上の欠

陥をあげている (A.H. Church， Manufacturi吋 Costand Acc叫 nts，1917， pp. 75， 351)。
18) A. H. Church， ot. cit.， p. 143 ff.; J. R. Wildman. 0.ρ cit" p. 65 
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原価管理の補助手段となってきた叫。また間接費についても， その発生を一定の標準の

もとに管理しようと，'5思想が繭芽的にあらわれ亡きた。

つぎに，不働費の処理の仕方については，すでーに述べた ktろから，配賦済見積間接

費が実際間接費より少ない場合，その差額は補充率によって各生産物に再配賦される。

他方配賦見積間接費が実際間接費より多〈な 5場合には，論理的には，配賦済見積間接

費から超過配賦間接費が控除されねばならないはずである。

しかしながら，ヲマーチによれば，超過配賦間接費が発生する揚合には，配賦差額は

すでに配賦された見積間接費の修正としてでなく， r将来の支出のための準備金J(a. 

reserve for against future expenditurめとして処理される叫c そのため，チ守 チ

自身は取り扱われる問題からみれば，あまりたいしたものではないとしているが，この

超過配賦間接費が発生する期聞の売上原価は，過大見積間接費部分だけ過大に言|上され，

公表利益は過小にあらわれてくる〔詳和は桂述の準備金説φ審問されたしつ固なお補充率法の

場合には，現実的操業度を採用しているから，実際操業度が現実的操業度を越えること

はなし、から，超過配賦間接費は主として間接費のミ見積りミの面から生じてくる叫。

以上，補充率法による間接費計算は，不働費分析によって，間接費管理，生産 「能

率」の増進を遂行し，他面未配賦間接費ないし超過配賦間接費を生産物の原価k算入L

回収しようとする計算であること壱明らかにした。

3 補充率訟による間接費配賦計算は， 1901年にチャーチによって確立された同。そ

れ以前には，原価計算の問題さえも会計士の関心をヲ|かなかったし，不働時間などはご

くつまらない問題としか思われていなかった問。チャ←チは， 1910年に「原価会計と作

業管理における生産要素」とし寸書物に自己の思想壱体系化した，，'。しかし彼の方法L

1906，7年頃にはじめて経営に導入されながらも， 1919年頃にはすでに一般にほとんど忘

れられてしまっていた。 r補充率は，原価会計の発展の 時期においてのみ問題とされ

たにとどまり，広くは適用されなかったのである Q6)oJ またそれによる計算は上にのべ

た時期からいえば，アメリカ独占資本主義的生成・確立期仁おける一時期に土町あげら

れたにすぎないものであるとみてよいだろう。

19) H _ A_ Evans， Co.<;t Kee:戸伺gand SCJentific M開 agernent.1911. pp. 7， 29 

20) A. H. Church， op. cit.， pp. 145-146 
21) J-R_ Wildman， ot. cit.， p. 90 
22) A_ H. Church， "The Proper D:istribution of Establishment Charges". The Engi-

何 eeringMaga2叩 e，X XI， XXII， 1901 (S. P. Garner， ot. cit.， pp. 187， 212) 
23) S. P. Garner， ibid.， p. 207 
24) A_ H_ Chnrch， P.yoduction Facto阿 inCost Accou叫叫gand Wo吋 Management， HJlO 

25) c. F. Schlatter， Adt拘 cedCost Accounting， 1939， p. 78，宮上一男!前掲書 52頁以

下。
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しかしいずれに Lても，前述したところからみるように，補充率法による間接費計算

法は，一面では完全操莱への志向をもっとともに，他圏不働費を生産物から回収しよう

とするものであった。かかる計算は，現実「は遊休設備が存在するにもかかわらず，機

械を最大限に利用することを前提として，不働費壱も原価に加えて商品から回収し，そ

してそのうえにさらにできるだけ利潤を獲得しようとする資本家的な利潤衝動の赤裸々

な表現であった。 また， 独占的な高利潤の獲得を背景として， 間接費の見積の過大化

によって，売上原価の過大化=公表利益の過小化をおこなうことができた。とにかく補

烹率法において，資本の利潤獲得・確保への衝動が，独占段階に現われた過剰資本田過

剰生産の問題を包括した間接費回収計算の 1つの形式をとってあらわれていたのであ

る。

しかし. 'このような方法は，独占段階の矛盾としての過剰資本が広く社会的に存在す

るにもかかわらず，依然として機概の完全稼動や想定しながら，他方では不働費を生産

物に再配賦することによれ結局独占的な価格政策に依拠しなければならなかった。

1910年前後のアメリカ独占体は，資本の集中・集積をてことして生産市場回運輸手

段壱独占し.rその生産物の価格を独占の任意に決定する」叫と消費者に感じられるほど，

園内の経済支日を強めた。さらに，この時期には，独占休は 9 それまでとっていた市場

から競争企業寺排除するための価格引下げ政策壱やめ. r価格安定」政策をとるように

なった問。そしてこの「価格安定」政策によって，独占体は反トラスト法に対処し，ま

た1日07年の恐慌時に生じたような価格引下げ競争を防止しようとしたぺ

以上， こうしたアメリ b独占確立期の独占価格の「安定化J. 慢生化の傾向をおびつ

つあっ?過剰資本号背景として，補充率法によ高間接費目|算が，独占的高利潤の獲得・

確保の一計算として展開されたとみることができる。

lV jE常操業度計算法と不働費

1 間接費配賦計算の場合，不働費は常に同じ額とはかぎらない。正常操業度計算法

による場合の不働費は，前述の補充率法によるそれとは異なった大きさとして算定され

る。とれは，他の条件は等しいとする場合，間接費配賦額の算定基準において，現実的

操業度に代わって正常操業度が用いられるカ、らである。この正常操業度計算法における

同按費配賦計算式はつぎのとおりである判。

26) 野津高次郎「米国税制括達史J35頁， E. O. Durand， Trust Problems， 1915， p. 13 ff 
27) R. E. Curtis， Thr: T.ハ町内 anaEr;onom.-ic Control， 1931， pp. 335-348 

28) A. R.，Burns， The Dedine of Compet仙 on，1936. p. 80 

29) 吉凶良三 ~íJ描書， 297頁以下審問d
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積間接曹
見積間接費配賦額 (~τ書課主議苓書τ) x実際操業時間

正晴操業時!日

(351) 69 

この場合，正常操業時間は現実的操業時間よりも小さく見積られているため，間接費

直己賦額は，補充率法の場合よりも多く .0-， 、て生産物単位仁たいする間接費配賦額も当

然より多くなる υ したがって，他の条件が同一であるとする左，不働費額は相対的に少

なくなる。またこの場合にも，不動費が実際間接費と配賦済見積間接費との差額として

あらわれることは補充率法の場合と同じであ右が，ただこの場合のそれは，具体的には

前述の算式〔田頁〉にみるように，実際操業時間と正常燥業時間との差額に対応する間接

費部分としてとらえられる。

見積間接費配賦額の算定において正常操業度を用いることから，この正常操業度計算

法は，操業度低下を前提とした計算法である叫ロつまり，市場の購買力壱考慮して〔し

たがってまた，経営の販売政策，価格政策に基づいて)，総間接費を回収しようとするの

がこの方法による計算訟である。言し、かえれば，もし現実の経済過程がゆるすならばs

この計官ヒよれば，操業度低下を前提~L-て，現実的操業度計算よりより多くの配賦額

と現実的操業度の場合よりもより少ない生産量〔ないしは販売量)によって，総間接費が

困収できるのである。したがって，この場合には，正常操業度をどのように決めるかが

重要な問題となってくる。もちろん，それは，ただ企業の怠志によってでなく，政治的，

経済的諸条件のもとにおかれたその時々の企業の状況によって定められもまたこの操

業度には，これを毎年変える場合と数期(3~5年)にわたって固定する場合とがある。

以上から，]E常燥業度計算は，慢性的過剰資本という状況の認識にたって，間接費を

有効に回収しようとする計算・形式であること壱明らかにした。つまり，遊休設備の価

値の損耗等音包届した間接費舎遊休設備を除外した稼動設備による生産物でもって回収

しようとする形式である。しかしながら，実際操業度の正常操業度からの背離，間接費

の見積りの差異の結果，不働費〔未回賦間接費ないし超過配賦間護費〕が生じてくる。

その際，不働費発生の原因は，生産物の販売状況，間接費見積り差異能率」等化求

められるけれども， 未配賦間接費はとりわけ需要不足から生ずるものと考えられた叫。

こうしたことから，正常操業度計算の場合には，不働費の測定・分析は主として売上増

進(ホちろん間接費の節約もあるが〕のために行なわれた。そのため，正常操業度計算

は， とりわけ予算統制(市場調査・販売分析)と結びついて現われてきたのである叫。

さきに指摘したように〔臼頁審照〉この正常操業度計算の場合，不働費は生産物に再

30) C. H. Scovell， op. cit.， p. 177; H. L. Gantt， Organizing for Woゆ， 1919， p. 34 
31) C. H. Scovell， ot. cit.， pp_ 176-177; J. L. Dohr， op. .cit.， p. 398; L. T. Konopak， 

Cost Accounting Fundamentals， 1924， pp. 120-121 
32) J. o. Mckinsey， B例 dglltaYyControl， 1922， t. 194賃
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配賦されずに， J損益勘定で期間費用と Lて処理されるか，損益勘定を経ずに準備金勘定

で処理されるロつぎに，こうした処理の仕方を行なううえに問題とされている損益説，

準備金説についてみてみよう。

2 提益説，準備金説をとる論者は，まず，不働費は原価でないとして，原何説に対

立する立場をとっている。たとえば，損益説の提唱者として知られているスコーヴ zル

(C. H. Scovell)はつぎのように述へている。 i不働機械の間接費は， (やむを=えない

季節の変動によるものでなければ〉製造原価の一部ではない。ぞれは他の会社の所有す

.る工場の間接費が製造原価でないのと同様である刻。」 こうした論者は，普通， 不働機

械は生産に貢献しなし、から，不働費を生産物の原価としてはならないとしたのである。

そしてこの場合，結局不働費は損益勘定ないじは準備金勘定で処理された叫。

それでは，不働費の原価性を否定することと不働費を損益勘定ないし準備金勘定で処

理することとは論理的なワながりがあるのだろうか。以下，損益説，準備金説の内容を

分析することによって，上の問題壱解明しようと思う。

まず，不(動費の損益勘定での処理の仕方を制度化した連邦商業委員会の見解について

みよう 00)ロ

1916年に，当委員会は， r製造業者のにめの原価制度の基礎J (Fundamentals of a 

Cost System for l¥'Ianufacturers) という公報のなかで， 不働費処理についてづぎの

ように述べている。 r周知のように，もし，工場が超過操業にある売れゆきのよい季節

に，販売価格が実際原価に基づくとzらば，販売価格は非常に低くなるので，工場は仕事

で忙殺されてしまうだろう。その反対に，工場がひまな時に，もし販売価格が実際原価

に基づくならば，販売価格は非常に高くなり，工場はどんな仕事もえられなくなるであ

ろう。それゆえ，原価は，売れゆきの悪い季節とよい季節を考慮した，十分長い期間に

わたって平均化される必要がある。これを行なう方法は間接費準備金勘定〈内容的には?

間接費配賦差額の調整勘定合意味してし、る""Res巳rvefur Overht:札1")をもう吋るこ

とである。そLて，売れゆきのよい季節における原価の控除分〈超過配III(周接強 引用者〕

33) C H. Scovp.l1， "Cost Accollnting Practice with Special Reference to Machine 

Hour Rate". Journnl 0/ Acco附 "a宛 cy，January 1914. pp. 21-22 

3<)損益説を左る論者としてはつぎのものがある。 H. L. Gantt， op. cit.， p. 26: L. T 

Konopak， op ωt.， p. 118 j E. S. Clark， "PractIcal Cost". Industrial Management， 
Dp.c， 1916， p. 769; E. D. Somrner， "Budget as a Basis for Calculatlllg Prodetermined 

Ratiosぺ lndust円 al Management， 1920， p. 24 ff. c. F. Schlatter， Elementary Cost 
AGto伽 ting，1927， p. 282; L. Reitell， Cost Ac印刷t四 g，1933， pp. 185-187なお準備金説
をとっているのは W.O. Lichtner， Pt山川edCont'fol 叩 Management，1924， p. 198 ff ト

A. C. Hani日 n，Standard Costs， 1930， p. 265宜である。ドア スコーヴ zルは両説を
展開してし、る。

35) The Ac.count1lnt， April 28， 1917. pp. 411. 417-420 
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を間接費準備金勘定仁貸記し，売れゆきの悪い季節における原価の増加分〈末配賦間接費

一一引用者〉をこの勘定の借方に記入する。この勘定の残高 は売ト勘定 (trading

account)に振り替えられる。」そしてそれは，期末に損益勘定で締め切られる。

ととろが，こうした不働費の調整勘定である間接費準備金勘定の設定が各個々の

会計年度よりもむしろ景気循環」のなかで考慮されるにし、たるへつまり， 間接費準備

金勘定の残高が年度末に損益勘定に振り替えられることなし「景気循環」を経て消滅す

ると考えられるようになる。スコ←ヴェルは， 1916年の書物では，これまで主張してき

た損益説に加えて準備金説をとるにいたっているが，この場合は，好況期に不働費補償

のために利益を蓄積し，不況期の不働費がそれで補填されるような方法を説き，そして，

「配当安定」政策上もっとも好都合なものとしてこの準備金説壱推したのでdoる問。

第一次大戦後rは.準備金説はさらに体系づけられてい勺た。ある論者ほ準備金説を

つぎのように説明してい志。

「たしかに，設備稼動が正常な稼動を越える時の繁栄期の聞には，発生した実際原{聞

は F担i原価より少なくなるであろう。原価のこの増加分(超過町賦間接費 引用者〕は経

営者への正当な報酬 (ajust reward to the man agemenのであり， この利益は，き

っと引続いて生ずる木況の聞の準備に保持されねばならない。

不況期の聞には，実際原価は予測原価よりも著しく高〈なるであろう。しかしながら，

経営者が同じ割合で販売価格をたかめることは有効ではなし、。なぜならば，これは販売

を減じ，そしてu、っそう4守来の単位原価をたかめる方向ιむかう。必要ならば，経営者

J士，繁栄期k蓄積された準備金を刺用しなければならない叫。」

つぎに，前に設定した例示 (64頁〕に基づいて， i員益説， 準備金説の性格をよりし、っ

そう明らかにしよう。(なお，損益説については現実的操業度計算のところでさらに詳

しく立ち入ってみるつもりであるJ

損益説の場合 正常操業度計算壱採用した場合の公表利益ば..A， B， C矧におい

て，それぞれ実際原価計算の場合の利益と異なってあらわれている。すなわちA期では，

3，0日日円過小となり， B期では20，∞口円過大となり， c期では17，000円過小となってし、る。

しかし全3期を通じてみれば，上の向者の場合の利益総額は 致する Q この例示から，

換益説による仕方をとれば，各期の公表利益は変動することがわかる。未配賦間接費が

発生する場合〈間接費の実際額が見積額より大きし、か，実際操業度が正常操業度に達しない場合〉

には，利益は実際原価計算の場合より過小lこあらわれ，超過配賦間接費が生ずる場合に

36) E. A. Saliers. op. cit" p. 626 
37) C. H. Scovell， Cost Accounting a旬aBurden APPlication， 1916， p. 186 
38) w. o. Lichtner， op. cit.， p. 200 
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は，逆にそれは過大にあらわれる。 Lたがって，論者によれば，不況期の過小;利益と好

況朋の過大利益とが相殺されて. r景気箔環」の過程で，正常操業度をとる場合の総別

益は，実際原価計算による場合のそれと一致すると言われてきた。

しかしながら，この総利益の一致は， 3期間において生産された製品がすべて売りつ

くされるという前提のもとにおけるものである。それゆえ，各期の正常操業度計算によ

る場合の利益が実際利益と異な芯のは.Aおよび B期末の棚卸資産の犬きさの差異の結

果生じている。つまり，木働費が期間費用として損益勘定で処理されるために，棚卸資

産が，不働費のそれに相当する部分だけ低評価ないし高評t価されるからである。

準備金説の場合 準備金説の場合の勘定面を原価説の場合のそれと比較して示せば，

つぎのようになる。この断定面から，準備金説を?とれば，末配賦間接費の発生の場合に

[1) 実際原価計算の場合の#期の損

主主計算書

A 期

売上原価 1.820.00別売上高 2.600刈 O

利 益 780.0日間

B 期

売上原価 1.826.叩叫売 上 高 2.800.000 
利益 974，同国

c ~明

売上原価 2.180.50C売上高 2.960.000 
利益 779，田町

A期〈本〉
C期(未〉

[3J 間接費準備金勘定

65，0001 B期(超 64.000
182，5001 [( C期〕損益 183，500J

[2) 正常操業度計算の場合の各期

の損益計算書

A 期

売上原価 1.755.0叩売上高 2.600.000

利益 845.0001 
未配賦間接費=利益の過大化~65.000

B 期

五玉画面五玩函訂正王瓦石仏両
利益 910.000! 
超過配賦問按費ー利益の過小化 64.000 

C 期。

売上原価 1.998.0∞|売上高 2.9伺 .000
利益 962.0001 
未配賦間接費=利主主の過大化 ~182.500

C 期"

売上原価 1.998.000I売上高 2，960，Cω

間接費準備金
183.500 

利益 778，500
超過配賦間接費=利益の過小化~1.000

〔注J C期刊H，Jの残高を損益勘定に振り替えない場合の損益計質書であり C期町立それを損
益勘定に振り替えた場合の損誌計算書である。

は剥益が過大に表示され，超過配賦間接費の発生の場合には利益が過小に表わされる。

秘密積立金がある場合kは. A期においてその取崩しが生じ B期において新たに秘密

積立金が形成される。こうした現象は，実際間接費でなく亘積間接費が配賦され，損益

計算書に計上されることからおこってL唱。したがって，勘定例が示すよラに，間接費
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準備金勘廷での未配賦間接費と超過自己賦間接費との相殺は容易に行なわれなし、。なぜな

らば，間接費の過大な見積りは，ただ単に「景気循環」の過程で相殺されるだけでなく，

とりわけ過小の見積りと相殺されねばならない。それゆえ，間接費準備金勘定での間接

費配賦差額の相殺は r景気循環』とは簡単に結びつかないといえるだろう。そして，

間接費準備金勘定の残高を損益勘定に振り替えた場合 (c'湖のPjLを参照〉にのみ， 準

備金説をとる場合の利益は，名期を通じてみた場合，原価説をとる場合のそれに一致す

るG したがって，不働費〔間接費配賦差額〉を利拾にたいして加減しなし、かぎり，両者

の利益は一致することなし準備金説をとる場合の利益は過小，過大とな。てあらわれ

てくる。

3 !;(上のことから，損益説，準備金説をとれば，棚卸資監から小働貨を除くことに

よって，棚卸資産の低評価，高評価が行なわれ，それに照応する利益が過小，過大とな

ることが明らかとなヮたo しか Lながら瞳備金説の場合には，未配賦間接費が発生した

時は過小な間接費の見積りの計上が棚卸資産の低評価より大となり，結局利益が過大に

あらわれ，他方超過配賦間接費が生じた時は，過大な間接費の見積りが棚卸資産の高評

価より大きいため，結果として利益は過小にあらわれてきたのである。

しかしながら，現実の実務では，超満配風間接費がヰずる場合には，保守主義を標ぼ

うして，実際間接費による棚卸評価がとられた問。この方法をとれば，準備金説の場合

は，利益はいっそう小さく表示されることとなる。第一次大戦中の税法では，見積原価

による卸棚資産の評価， r機械の小働時間J(“ idle time" of machine)のための費用
(注〉

を棚卸資産から控除することが認められていたので，正常操業度計算に基づく棚卸資産

の低評価は，戦時所得税法・戦時利得税法の免税措置と結びついて重要な意味をもって

いた。また準備金説においては，上のこととともに，間接費〔見積)の過大計上は配当

政策上の意味壱もっていた。

(注〉税法と棚卸資産評価との関係を論じながら"ヲ γタイ γ(A.A. DaIIantine) Iよ』 評

価基準としての原価についてつぎのように説明している。 r全くしばしば慣用されねばなら

ないものが見積原価 (estimatedc回のであることを財務省は承認して""。 工会話が完

予告操業していない場合には，特別な康問調題がおこってくる，~のような場合には 総間接

費が配賦されるべきでないように思hれる叫。」

戦時における物価騰貴に反して物価下落の激しかった192口-2年頃では，需要の減退

と結びっし、て，準備金説は否認される k¥、たってし、る叫。 ζ うした時期に準備金説l'と

れば，売←高が減少してし、るところに，売上原価の過小=利益の過大表示〈例示A期奉
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照〉が加わヮて，この不働費の処理の仕方は í配当安定化J~内部蓄積政策上不都合

なものとなる。こうしたことから，この時期には損益説がとられるにいたったとも考え

られる。

以上より，準備金説は，第一次大戦中右よび相対的安定期において，独占的高利潤を

獲得した企業が秘密積立金の形成，配当 税務政策のためにとった間接費計算政策面か

らの弁護論であり，損益説は，第 次大戦前から棚卸評価政策と結びついて，秘密積立

金実務，配当 税務政策の効果壱ねらう理論と Lてf台頭してきたことを知るであろう u

こうした点壱考える時，歴史的には，損益説，準備金説は，不働費の原価性の否定，そ

の「景気循環」での相殺壱内容としながらも，不働費(間接費配賦差額)の処理の仕方

による公表利益への効果を弁護したものとみなければならないだろう。したがって，不

倒費は生産に貢献しなし、から原価でない ζ し寸主張は，ただちに不働費の損益勘定，準

備金勘定での処理と結びついて，棚卸資産からの不働費の控除，見積間接費による損益

計算，不働費の損益計算における機能をおおいかくすものである。

4 前述のような正常操業度計算および不働費処理法は，第一次大戦前後に拾頭し，

現実的操業度計算(後述〉とともに今日まで使用されている。以下さらに， この生成・

確立期の政治的，経済的基礎を明らかにいよう。

正常操業度計算は，第一次世界大戦を契機として確立したと考えられる。戦争経済の

もとでは，工場設備の I平和産業」から軍需産業への拡張が企業の投資活動を規定して

いた。それとともに， 1907年， 1914年の恐慌後における生産設備の過剰化が間接費計算

上無視しえなくなった叫。しかしながらそれ以上に，戦時体制を標ぼうして行なわれた

国家的独占価格政策〔価格統制〉が，間接費計算に影響を及ぼした。周知のご止しア

メリカ政府を楯とするヨーロッパ諸国への軍需品の高価格による売りつけ，国家資金の

貸与による利子収入伺および国内一般大衆にたいする増税(戦時超過利得税，戦時所得

税叫〉等による膨張した国家資金は，国家的価格政策〔バルク・ライン法，最高価格法

等〕を媒介として 独占的性質をおおいかくしながら 軍需品発注を通じて独占企

業に流入していった。こうした国家的独占価格政策と戦前からの遊休設備，戦争経済に

ともなって生じた遊休設備等で低下した戦時中の操業度が，正常操業度計算とL寸形式

を生みだした。つまり，この計算によって，遊休設備の存在にもかかわらず，軍需発注

品(稼動設備による生産物〕によっ心総間接費を回収する方法が正当化されたのであ

42) c. H. ScoveI1， op.' c，it.， pp. 66-72， 177; H. L. Gantt， op ωt.， pp. 33-34 

43) アンリ・クロ←ド「アメリカ帝国主義の史的分析J(小出他訳)， 367頁， 1田リューマ「戦
争経世と恐慌J(小槙訳). 97-98買参照。

44) T. S. Adams， The Inconie and Excess-Profi.ts T出 [es，Finaηωal Mobilization /0'1' 

War， 1917. pp. 113-114.野棒高次郎j 前掲書参照。
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る。そして，未配賦間接費が発生した場合には，ぞれは，戦時の労働強化壱おしすすめ，

国家発注の獲得を行なうことの指標となったのである。

しかしながら.現実には，不働費部分が非常に高くなるので，それを実際原価として

回収していた叫。そうすることが， 国家独占的な政策によって許されていた。軍需発注

における価格は見積原価計算を基礎としていることから，逆に，見積間接費計算は国家

独占価格を正当化するものとなっ tいた。戦時産業局，価格閏定委員会によっ亡決定さ

れた価格は，少数の産業の指導者との合言語による「形式上の一致J. I脅迫J41)の産物で

あり，連邦商業委員会の原価調査とは直接的にはかかわりもなく，現存の「戦時需要J

を満たすために，すべての工場および熔鉱炉の完全操業を維持するために適当な高価格

であった叫。その結果.r原価粉飾J4.9) (COS.t modi:fication)， [""原価の詰物」叫 (padding)，

「原価表の歪曲」叫が，会計上の単なる 時的なごまかしとしてでなし制度的に位置

づけられた。また，アメリカ経済の全般的な遊休設備の存在にもかかわらず，軍需産業

部門の企業〈主として独占企業〕は労働時聞の延長，超過操業を行なっていたのである。

超過操業壱理由としてアメリカの主要鉄鋼会社は特別償却を税法上承認させたのであっ

た明。 とうした戦時中の急速的・過大減価償却等による間接費の増大と超過操業との条

件が結がついて.軍需関係の企業には，超過配賦間接費が発生する可能件もあったの

そしてさらに，国家的に保証された戦時高利潤を背景として，物価騰貴と U、う条件の

もとで，超過配賦間接費の準備金勘定での処理の仕方，未配賦間接費の損益勘定での処

理の仕方

し，アメリカ独占資本の蓄積を強めた。

45) F. W. T四日ig，"Price-Fixing as Seen by a Price Fixer"， The Q制 的rly]OU1' 

nalザ Econo削 cs，Feb. 1919， pp. 211， 219; P. W. G町四tt.Government Co叫γolOver 

Prices， 1920， pp. 261-404; C. O. Hardy， Wartime Control 0/ Prices， 1940， pp. 60-63; 
S. Li tman. P1'ias a飽 dPrice ContYnl i惚 GreatRritain and the 1Jnited States during the 

World War， 1920， p. 228 
46) A. H. Church， Ma.nufacれtringCost 削 rlAcco1J.ntf1，nts， 1917， p_ 352 
47) F 、N.Taussig， op. cit.， p. 209; C. O. Hardy， op. cit.， p. 60 
48) S. Litrnan， op. cit.， p. 285 

49) C. O. Hardy. op. cit.， p. 62 
50) K. S.impson， .. Price Fixing and the Theory of Pront". The Quarterly ]，οuYnal 

01 Economics， Nov. 1919. p. 139 
51) H. Stein， Go山町ffl'叫 PricePolic少 inthe U.φzited Suues 向判例(Jthe WQ1'ld War， 1939， 

pp. 104-106. (メソデルハウゼγ.r戦争の経済学J173頁毒照〉。
52) J. L. Nlcholson， & J. F. D， ROhrbach， Cosl ACCDU叫$仰g，19日9，pp. 155-1SoS 

53) コノーパーグはj 損益説をとりながらも 超過配晴間接費については1 それを「剰余準備金」
とするかj 配賦済見積間接費の調整として処理することを主張している。電機製造業者協議会
もそれとよ〈にた方法をとっているロ L.T. Konop山 I op. cit.， p. 122; E. A. Saliers， 
op. cit.， p. 626. 
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さらに，正i晶
(注〉

経て， 1929年の恐慌直後までとりあげιれていた。しかしそれは. 1934年頃から1939年

の第二次世界大戦勃発時には，現実的操業度計算にとって代わられたようである刊。

(注) 第一次大戦後!まず綿織物協会が正常操業度計算を組骨員に勧告した。 1921年6月には全

米軍具組合協去が， 1928年には毛織物協会がそれを勧告した。構械建造者協会は1922年1月

に正常操業度計算と同時に損益説によ ξ方法を統一会計制度として用いている。同年10月ι
は電機製造業者協議会が正常操業度計算と準備金説による方法を採用した同。

以上，正常操業度計算法は，アメリカ独占資本主義の危機の深まり(恐慌・過剰固定

資本・物価騰貴・失業等〕のなかで独占体が戦争経済壱利用し，巨大な戦時fUi閏壱獲得

するための計算形式であれさらに大戦後の慢性的過剰資本という状況のなかで定着し

たものであれ他方損益説，準備金説は戦時利潤の獲得を背景としてとられた間接費計

算面からの秘笹積立金実務=戦時子rlji聞の確保の升護論として拾頭してきた乙とを摘出し

fこu

54) -F. H. Rowl~nd ， ot. cit.， 1933; E. A. Camman， Basic Standaγd CO$t， 1932; M 
V. Hayes， Accounting for E)(ecut~ve CO，ntrol. 1929. p. 180ft.; C. F. Schlatter， ot 
citι1939; ，1;'. H.. S~nder ， Cost Accounting for Control， 1934 

55)λ R. Burns. op. cit" p. 50; E. A. Saliers. op. cit" pp. 525-526. 




